
総務局　令和３年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

「個性を活かし自立した地方をつくる」という地方分権改革の理念のもと、基礎
自治体である市町村、特に地域をけん引する責任を負う政令指定都市には、地域の
課題、実情に即した主体的な取組が強く求められています。
さらに、危機管理体制の整備を担う総務局として、市民の安全・安心を守るため、
災害への備えや新型コロナウイルス感染症をはじめとした危機事案への迅速、的確
な対応が強く求められています。
また、地方自治法に従い、住民の福祉の増進に努め、最少の経費で最大の効果を
挙げるべく、常に組織及び行政運営の合理化を図っていくとともに、事務の適正性
を確保していくことも求められています。
こうしたことを踏まえ、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、自然
災害も相次いでおり、災害や危機事案に対応できる体制を整備することは、行政に
期待される最も重要な役割の一つです。
また、組織・人事・法規など、行政組織の根幹を支えることを主務とする総務局
においては、より多くの市民が住みやすいと感じる都市の実現に向けて、簡素で効
率的な組織体制の整備を進め、最適な人員構成を構築するとともに、職員のコンプ
ライアンス意識の向上と内部統制制度の円滑な運用、市政情報の「見える化」を推
進する必要があります。
加えて、市制施行から20周年を迎えるにあたり、本市のさらなる発展へ向け、こ
れまでの本市の歩みを振り返るとともに、さいたま市の発展を内外にアピールする
必要があります。
このほか、新たな視点で市史を編さんし、地域の歴史や特性等に関する情報を内
外に発信していくことや、世界の恒久平和実現に向けた意識の高揚といった取組に
ついても、継続的に実施していくことが必要です。

（１）安全・安心に暮らせるまちづくりの推進

自然災害や新型コロナウイルス感染症、東京２０２０大会に対する大規模テロな

ど、様々な危機事案に対し、危機発生時の初動対応を迅速かつ的確に実施するため

の体制を構築することが必要です。

自然災害時に市民が適切な行動をとり、また市民の生命を最大限守るため、情報

伝達手段の確保や避難所における物資備蓄等をはじめとした対策に加え、防災訓練

を通じた連携体制等の確認、防災知識の普及・啓発、自主防災組織活動の活性化に

よる防災体制の確保、地域防災力向上に引き続き取り組む必要があります。

加えて、市民の事故やケガの効果的な予防のため、市民・企業・行政等で協働し、

データに基づいた予防活動の推進が求められています。

総合防災訓練の様子さいたま市新型コロナウイルス危機対策

本部員会議の様子
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（２）職員の育成と働く環境の整備

組織力の向上を図るため、職員の成長を支援する研修を実施するとともに、ワー

クライフバランスを考慮した職場環境を整備するなど、社会情勢の変化に応じた人

事諸制度を構築し、公務能率の向上と職員の健康を保持することが求められていま

す。

また、簡素で効率的な行政体制の整備を進めるため、行財政改革の取組を反映し

つつ、総人件費の抑制に配慮して、業務量に応じた適正な定員管理を行う必要があ

ります。

（３）市民に信頼される開かれた行政運営
公正な職務執行と適正な行政運営を確保
するため、職員のコンプライアンス意識の
維持・向上と不祥事を起こさせない職場風
土の醸成及び内部統制制度の円滑な運用が
求められます。

また、公正で開かれた市政の実現のため

には、市政情報を市民に分かりやすく提供

し、情報の共有化を図る必要があります。

加えて、市政情報の「見える化」を推進

するため、情報公開制度及び個人情報保護

制度の適正な運用が求められます。

（４）新たな視点で市史を編さん
本市に関する古文書や行政文書、写真、刊行物等の膨大な量の歴史資料を収集、
保存する一方で、本市の歴史的変遷の過程を記録し、未来へ継承するための取組が
求められています。このため、市民文化の向上に寄与することを目的とし、地域の
歴史や特性等に関する情報を発信し、本市に対する関心と愛着を育むことのできる
市史を編さんすることが必要です。

（５）世界の恒久平和の実現に向けた意識の高揚
終戦から七十数年の歳月を経て、戦争を体験して
いない世代が大半となり、記憶の風化が強く懸念さ
れています。平和な世界を未来につないでいくため
に、平成17年に平和都市宣言を行った本市は、わが
国を代表する都市の一つとして、平和の尊さや大切
さを市内外へ発信するとともに、次代を担う子ども
達に、戦争の歴史や世界の現実を学び、考えるきっ
かけを与えることが求められています。

広島市「原爆の子の像」へ送った

折り鶴

令和元年度行政情報開示請求件数・処理件数

開示 一部開示 不開示

770 727 411 279 37

令和元年度個人情報開示請求件数・処理件数

開示 一部開示 不開示

375 369 253 83 33

※令和元年度は個人情報の訂正請求、削除請求、利用の停止請求、
　提供の停止請求はありませんでした。

請求件数 処理件数
処理状況

請求件数 処理件数
処理状況
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

1 総振危機発生時の初動体制 6,569 5,396 東京２０２０大会での大規模テロやその他事 90

の確保 (6,569) (5,396) 案に対して、24時間初動体制を取れるよう待

〔危機管理課〕 機宿舎、宿日直及び連絡体制を確保・維持

2 新規防災アプリ構築事業 17,226 0 平常時からの防災啓発及び災害時の防災情報 91

総振〔防災課〕 (17,226) (0) の的確な伝達等による円滑な避難等を目的に

新たにスマートフォンアプリを構築

3 総振自主防災組織育成事業 130,106 135,601 災害時に地域住民が団結して地域を守る自主 92

〔防災課〕 (130,106) (135,601) 防災組織の結成及び育成強化を図るため、補

助金の交付及び防災アドバイザーを派遣

4 総振セーフコミュニティの 4,913 6,811 ＷＨＯが推奨するセーフコミュニティにおい 90

推進 (4,913) (6,811) て、各対策委員会が、救急搬送データ等、各

〔危機管理課〕 種データに基づいた取組を実施

（２）職員の育成と働く環境の整備を行います。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

5 人事評価事業 13,669 14,671 職員が職務を通じて発揮した能力や意欲・態 85

〔人事課〕 (13,669) (14,671) 度・業績を的確に把握し、適正に評価する人

事評価制度により、職員のやる気と満足度を

高め、複雑化、多様化、高度化する行政需要

に対応できる人材を育成

6 総振庶務事務のシステム化 176,198 231,128 全庁的に共通する庶務事務を効果的・効率的 85

の推進 (176,198) (231,128) に処理するため、ＩＣＴを活用した庶務事務

〔人事課〕 のシステム化を推進

危機管理体制の充実を図り、安全・安心に暮らせるまちづくりを推進します。

また、社会情勢の変化に対応した人事諸制度を構築し、職員の人材育成と意識改革を図り、働き

やすい職場環境づくりを推進することにより、公務能率を高めるとともに、適正な定員管理を通じ

て、簡素で効率的な行政体制の整備を目指し、市民サービスのより一層の向上を図ります。

さらに、市民に信頼される行政運営を行うため、職員のコンプライアンス意識の向上と内部統制

制度の円滑な運用、市民の目線に立った情報公開を総合的に推進します。

加えて、市制施行から20周年を迎えることを記念し、記念式典を開催します。

また、本市の歴史的変遷の過程を記録し、未来へ継承するため、市史を編さんするとともに、世

界の恒久平和実現に向けた意識の高揚に継続的に取り組みます。

〔区分〕新規…新規事業　　拡大…拡大事業　　総振…総合振興計画実施計画事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

7 職員安全衛生管理事業 158,642 157,257 職員の労働安全衛生と健康確保のための事業 85

〔職員課〕 (158,023) (157,047) を実施

8 職員福利厚生事業 14,280 3,888 職員の元気回復を図り、公務能率を増進する 87

〔職員課〕 (0) (0) ための事業を実施

9 総振職員研修事業 23,737 23,332 自治体を取り巻く様々な環境の変化や直面す 87

〔人材育成課〕 (23,517) (23,202) る行政課題に対応できるよう職員の育成を図

るため、基本研修等を実施

10 人事管理事業 204,603 191,227 適正な人事管理を行うためのシステムの運用 85

〔人事課〕 (185,245) (160,964) や人事・給与・福利厚生に関する事務を行う

総務事務センターを運営

11 給与管理事業 1,970 2,218 本市人事委員会勧告等を考慮し、適正な給与 86

〔職員課〕 (1,970) (2,218) 制度を構築するとともに、効率的かつ正確な

支給を実施

（３）市民に信頼される開かれた行政運営を行います。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

12 総振内部統制推進事業 1,132 3,095 各局・区における職員のコンプライアンス意 81

〔法務・コンプライア (1,132) (3,095) 識の維持・向上に向けた取組を支援するとと

ンス課〕 もに、内部統制制度を推進

13 情報公開制度推進事業 17,180 17,231 情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な 89

〔行政透明推進課〕 (12,862) (12,913) 運用を図り、公正で開かれた市政運営のた

め、市政情報の「見える化」を推進

（４）新たな視点で市史を編さんします。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

14 総振市史編さん事業 57,468 55,856 本市の歴史的変遷の過程を記録し、未来へ継 89

〔アーカイブズセン (57,267) (55,655) 承するため、「（仮称）さいたま市史民俗編

ター〕 （信仰）」及び「さいたま市アーカイブズセ

ンター紀要」を刊行

〔区分〕新規…新規事業　　拡大…拡大事業　　総振…総合振興計画実施計画事業
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（５）世界の恒久平和の実現に向けて意識の高揚を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

15 総振平和推進事業 2,331 2,331 さいたま市平和展、さいたま市平和図画・ポ 80

〔総務課〕 (2,331) (2,331) スターコンクール等の開催

（６）市制施行20周年を記念して、式典を開催します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和3年度 令和2年度 説明
概要掲載
ページ

16 新規 20周年記念式典の開催 15,068 0 平成13年5月1日のさいたま市市制施行から 80

〔総務課〕 (0) (0) 20年を迎えることを記念し、さいたま市の発

展を内外にアピールするとともに、今後の一

層の発展を誓うため、式典を開催

〔区分〕新規…新規事業　　拡大…拡大事業　　総振…総合振興計画実施計画事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名 見直しの理由及び内容
コスト
削減額

総務課 消耗品費の見直し
過去の消耗品の購入状況や利用状況を踏まえ、消耗品の
予算額を縮小する。

△ 136

アーカイブズ
センター

印刷物の見直し
新聞記事目録について精査し、冊子ではなくデータで提
供することにより、予算額を縮小する。

△ 132

アーカイブズ
センター

消耗品費の見直し
消耗品費について、購入方法や購入量を見直し、予算額
を縮小する。

△ 110

行政透明推進
課

審査会及び審議会の
テープ翻訳業務の見直
し

過去の実績から、審査会及び審議会の開催時間を見直し
たことにより、テープ翻訳業務委託料の予算額を縮小す
る。

△ 72

人事課 旅費の見直し
前年度の実績を踏まえ、旅費の見直しを行い、予算額を
縮小する。

△ 737

人事課 消耗品費の見直し
徽章について、在庫数量から購入数を見直し、予算額を
縮小する。

△ 13

人事課 印刷製本費の見直し
イクボス宣言の実施方法を見直すことから、啓発ステッ
カーの作成を見送り、予算計上を廃止する。

△ 39

人事課 委託料の見直し
職員証用顔写真の撮影にＷＥＢアプリケーションを導入
することにより、予算額を縮小する。

△ 234

職員課
給与管理事業における
消耗品費の見直し

過去の実績を踏まえた見直しにより、予算額を縮小す
る。

△ 14

危機管理課
セーフコミュニティの
推進の報償費の見直し

委員会等の開催回数減に伴う報償費の予算額を縮小す
る。

△ 353

危機管理課
セーフコミュニティの
推進の消耗品費の見直
し

委員会等の開催回数減に伴う消耗品費の予算額を縮小す
る。

△ 390

危機管理課
セーフコミュニティの
推進の印刷製本費の見
直し

委員会等の開催回数減に伴う印刷製本費の予算額を縮小
する。

△ 284

危機管理課
課内管理事業等による
消耗品費の見直し

過去の実績を踏まえ、トナーの購入数を見直し、予算額
を縮小する。

△ 48

防災課
備蓄品購入計画の見直
し

過去の実績を踏まえ、備蓄食料等の購入数量を調整し、
必要性の有無や新規購入品目を見直し、予算額を縮小す
る。

△ 4,918

防災課
消耗品購入計画の見直
し

プリンタトナーの購入計画を見直し、予算額を縮小す
る。

△ 139

防災課
倉庫・標識等の年間修
繕計画の見直し

過去の実績を踏まえた見直しにより、予算額を縮小す
る。

△ 728

防災課
パソコン保守管理費用
の見直し

インターネットの接続を行わないことから、自課で管理
することにより、予算計上を廃止する。

△ 328

防災課
申請組織数見込みの見
直し

過去の申請実績を踏まえた見直しにより、予算額を縮小
する。

△ 5,600

他3件
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 85 22款

-

＜主な事業＞
１ 1,439

２ 15,068

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 85 -

＜主な事業＞
１ 1,942 

２ 389 

　新年に、市内各界の代表者と市長が一堂に会し、市勢発展に向けて抱負を語
り、情報交換の場とすることを目的とした、「さいたま市新年名刺交換会」を開
催するとともに、さいたま市市制施行から20年を迎えることを記念し、20周年記
念式典を開催します。

局/部/課 総務局/総務部/総務課 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/1目 一般管理費 繰入金 15,068 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 1,439

事務事業名 式典事務事業 予算額 16,507

20周年記念式典の開催
　平成13年5月1日のさいたま市市制施行から20年を迎え
ることを記念し、さいたま市の発展を内外にアピールす
るとともに、今後の一層の発展を誓うため、式典を開催
します。

さいたま市新年名刺交換会の開催
　新年に、市内各界の代表者を招待します。
　市長と招待者が一堂に会し、新年の抱負を語り、市勢
発展に向けて情報交換を行う場とします。

＜特記事項＞

 さいたま市市制施行から20年を迎えることを記念し、記念式典を開催します。 前年度予算額 1,439

増減 15,068 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/1目 一般管理費 一般財源 2,331 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 平和推進事業 予算額 2,331
局/部/課 総務局/総務部/総務課 

前年度予算額 2,331

増減 0 

　「さいたま市平和都市宣言」に基づき、核兵器等の廃絶と世界の恒久平和実現
に貢献する取組を展開します。
　「さいたま市平和展」及び「さいたま市平和図画・ポスターコンクール」を開
催し、戦争の悲惨さやおろかさ、平和の尊さや大切さを後世に伝えるとともに、
市民の平和意識の高揚を図ります。

さいたま市平和図画・ポスターコンクールの開催

　市内小・中学校の児童・生徒から「平和」をテーマと
した作品を募集し、入賞作品の展示及び表彰式を開催し
ます。

［総振：01-3-2-01］

さいたま市平和展の開催その他
　市内公共施設等にて平和展を開催し、戦時中の資料展
示や戦争体験者の証言映像等の上映を行います。

［総振：01-3-2-01］
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 85 -

＜主な事業＞
１ 859

２ 56

３ 217

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 44,142 

２ 45,211 

３ 3,876

局/部/課 総務局/総務部/法務・コンプライアンス課

　市民に信頼される誠実な行政運営の実現を図るため、職員のコンプライアンス
意識の維持・向上に継続して取り組み、各局・区におけるコンプライアンスの取
組を支援するとともに、内部統制制度を円滑に運用するための取組を実施しま
す。

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/1目 一般管理費 一般財源 1,132 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 内部統制推進事業 予算額 1,132

不当要求対応研修等の実施
　公正な職務の執行を図るため、不当要求防止責任者講
習、不当要求対応研修を実施します。

［総振：52-1-3-01］

コンプライアンス研修等の実施
　職員のコンプライアンス意識の維持・向上や内部統制
制度の円滑な運用を図るため、効果的かつ効率的に研修
を実施します。

［総振：52-1-3-01］

前年度予算額 3,095

増減 △ 1,963 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 93,229 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 浄書印刷事業 予算額 93,229
局/部/課 総務局/総務部/総務課 

内部統制制度の推進その他
　内部統制推進委員会等を開催するほか、各局・区にお
ける不祥事の発生防止をはじめとするコンプライアンス
の取組を支援するなど、内部統制制度を推進するための
取組を実施します。

［総振：52-1-3-01］

前年度予算額 90,833

増減 2,396 

　共用複写機を設置し台数や使用枚数を適正に管理すること、比較的簡易な印刷
業務を印刷センターへ集中化させて行うこと、及び軽印刷機を使って職員自らが
印刷を行うことにより、浄書印刷の経費抑制と事務の効率化を図ります。

軽印刷機の設置・管理
　職員自らが印刷を行えるよう、本庁舎及び各区役所に
軽印刷機を設置し、庁舎ごとに管理します。

印刷センターの運営・管理
　本庁舎西側の印刷センターにおいて、比較的簡易な印
刷業務を集中化させて行います。

共用複写機の設置・管理
　本庁舎及び各区役所に共用複写機を設置し、庁舎ごと
に管理します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 197 ４ 2,188

２ 474,152 ５ 267

３ 107,643

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 1,650 

局/部/課 総務局/総務部/総務課 

　各課における文書事務を統括し、公文書の適正かつ効率的な処理及び管理を行
います。

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 584,447 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 文書管理事業 予算額 584,447

郵便物の発送 公印の管理
　各課の郵便物について、庁舎ごとに取りまとめて発送
します。

　組織改編による公印の新調や廃止、消耗が著しい公印
の改刻を行います。

文書事務の管理・指導 文書のマイクロフィルム化
　文書事務の適正な執行について、管理・指導を行いま
す。

　閲覧等の利用頻度が高い長期保存文書について、マイ
クロフィルム化を行います。

前年度予算額 586,298

増減 △ 1,851 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 1,650 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 総務管理事業 予算額 1,650
局/部/課 総務局/総務部/総務課 

文書の整理・保存・廃棄等
　ファイリング用品や保存箱の購入、書庫の管理、民間
倉庫での文書の保管及び保存期間満了文書の廃棄等を行
います。

前年度予算額 1,789

増減 △ 139 

　市議会及び局・部・課内外との連絡調整や事務遂行に当たり、執務環境を整え
ることにより、効率的かつ効果的な事務の遂行を支援します。

庶務事務
　市議会及び局内の連絡調整や事務遂行に当たり、必要
な予算執行（旅費の支給、消耗品の購入等）を行いま
す。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 4,109

２ 5,808

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 654 

局/部/課 総務局/総務部/法務・コンプライアンス課

　顧問弁護士による法律相談及び弁護士への訴訟委任を実施し、法的な対応及び
判断を明確なものとします。

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 9,917 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 訟務事務事業 予算額 9,917

法律相談業務
　行政執務上の法律問題について、顧問弁護士から専門
的な助言及び指導を受けます。

訴訟事務
　本市に対して訴訟が提起された場合、弁護士へ訴訟事
務全般について委任し、所管課と連携しながら的確かつ
迅速な対応を行います。

前年度予算額 9,917

増減 0 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 654 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 議案作成等事業 予算額 654
局/部/課 総務局/総務部/法務・コンプライアンス課

前年度予算額 699

増減 △ 45 

　市議会における審議が円滑に行われるよう、見やすく適切な議案書を作成しま
す。

議案書の印刷
　市議会議案書を外注により印刷します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 10,715

２ 851

３ 188

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 17款

-

＜主な事業＞
１ 5,728 

２ 2,314 

＜事業の目的・内容＞

　市の条例、規則等を掲載した例規集について、情報公開コーナー、インター
ネット等により情報提供を行います。また、法令参考図書の整備及び他の地方公
共団体との情報交換などにより、行政上の諸問題についての調査研究等を行いま
す。

事務事業名 法規事務事業 予算額 11,754
局/部/課 総務局/総務部/法務・コンプライアンス課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 一般財源 11,754 

　例規集の編集・発行（データベース化を含む。）を行
うことにより、本市の例規整備を確保し、例規情報を市
民等へ提供します。

法令参考図書の整備
　法令参考図書を整備充実するとともに、全庁的な活用
を促進します。

前年度予算額 11,808

増減 △ 54 

例規集の維持管理等

局/部/課 総務局/総務部/法務・コンプライアンス課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/3目 事務管理費 使用料及び手数料 10 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 8,032

大都市法規事務連絡協議会等への参加
　法規事務について、他の政令指定都市等及び県内他市
と情報交換・意見交換などを行います。また、外部機関
が行う法規事務研修等に参加します。

事務事業名 行政不服審査事務事業 予算額 8,042

前年度予算額 8,129

増減 △ 87 

審理手続の実施

　市長が審査庁となる不服審査事務を一元的に行うことにより、審査の中立性及
び公平性を確保します。

　市長が審査庁となる不服審査における、審理員による
審理手続を実施します。

行政不服審査会事務
　審査庁からの不服申立てに関する諮問に対し、公正か
つ慎重に審査して答申を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 20款

24款

-

＜主な事業＞
１ 204,603

２ 13,669

３ 176,198

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 18款

24款

-

＜主な事業＞
１ 680 

２ 133,606 

３ 24,356 

事務事業名 人事管理事務事業 予算額 394,470

　市民サービスの向上を図るために、職員の採用・退職管理・定員管理・人事評
価・適材適所の人事配置等職員の適正な人事管理を行います。

一般財源 375,112

局/部/課 総務局/人事部/人事課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 財産収入 2 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 19,356

　適正な人事管理を行うためのシステム運用や人事・給
与・福利厚生に関する事務を行う総務事務センターを運
営します。

人事評価事業
　職員が職務を通じて発揮した能力や意欲・態度・業績
を的確に把握し、適正に評価する人事評価制度により、
職員のやる気と満足度を高め、複雑化、多様化、高度化
する行政需要に対応できる人材の育成を図ります。

前年度予算額 437,026

増減 △ 42,556 

人事管理事業

局/部/課 総務局/人事部/職員課 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 国庫支出金 591 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 28

庶務事務のシステム化の推進
　全庁的に共通する庶務事務を効果的・効率的に処理す
るため、ＩＣＴを活用した庶務事務システムを構築しま
す。

［総振：52-3-2-01］

事務事業名 職員安全衛生管理事業 予算額 158,642

前年度予算額 157,257

増減 1,385 

研修の開催及び研修への職員派遣等

　職員の労働安全衛生と健康管理に係る事業を実施し、意識の向上・安全の確
保・健康の保持及び増進を図り、快適な執務環境の整備と事務の効率化を促しま
す。

一般財源 158,023

健康相談室等の管理運営
　職員の健康保持及び健康管理上の措置の適正化を図る
ため、産業医、健康相談員を配置した健康相談室や職員
健康審査会等の管理運営を行います。

　職員の健康管理意識の向上や適正な職場環境確保のた
め、メンタルヘルス研修を実施します。また、安全衛生
に関する外部研修への職員派遣、衛生管理者免許取得に
係る事務処理等を行います。

各種健康診断・予防接種の実施
　職員の健康保持・管理のため、定期健康診断、電離放
射線健康診断等の特殊健康診断、ストレスチェック業務
及び破傷風等の予防接種を実施します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 760

２ 86

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 -

＜主な事業＞
１ 1,428 

２ 542 

事務事業名 公務災害補償及び認定・審査会事務事業 予算額 846

　さいたま市議会の議員又は非常勤職員の公務・通勤災害に対する補償の実施及
び認定委員会・審査会の開催・運営等、被災職員の損害に対して必要な補償等を
行い、職員や遺族の生活の安定と福祉の向上を図ります。

局/部/課 総務局/人事部/職員課 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 一般財源 846 

＜事業の目的・内容＞

　さいたま市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害
補償等に関する条例等に基づき、非常勤職員の公務又は
通勤上の災害の認定及び療養費等の補償を行います。

公務災害補償等認定委員会・審査会
　さいたま市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害
補償等に関する条例等に基づき、公務災害補償等認定委
員会及び審査会の運営を行います。

前年度予算額 914

増減 △ 68 

公務・通勤災害の認定・補償業務

局/部/課 総務局/人事部/職員課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 一般財源 1,970 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 給与管理事業 予算額 1,970

前年度予算額 2,218

増減 △ 248 

給与管理事務

　職員給与について、本市人事委員会勧告等を考慮し、適正な給与制度を構築す
るとともに、効率的かつ正確な支給を行います。
　また、市長等の給料の額等を審議する、さいたま市特別職報酬等審議会の運営
を行います。

　本市人事委員会勧告等を踏まえ、適正な給与制度を構
築するとともに、給与の支給を行います。

特別職報酬等審議会
　市議会議員の議員報酬、市長等の給料の額等を審議す
る特別職報酬等審議会の運営を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 24款

＜主な事業＞
１ 132

２ 2,478

３ 11,670 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 24款

-

＜主な事業＞
１ 15,984 ４ 1,200

２ 1,005 ５ 1,065

３ 4,483 

事務事業名 職員福利厚生事業 予算額 14,280

　職員の元気回復を図り、公務能率の増進に資することを目的に、適正な福利厚
生事業を実施します。

局/部/課 総務局/人事部/職員課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 諸収入 14,280 

＜事業の目的・内容＞

　埼玉県市町村職員共済組合の事業等に係る事務を行い
ます。

公舎に関する事務
　さいたま市公舎貸与規則等に基づき、公舎に関する事
務を行います。

＜特記事項＞

　旧職員住宅における、今後の維持管理経費の削減及び防犯・防災対策の強化を
図るため、維持管理手法を見直します。

前年度予算額 3,888

増減 10,392 

福利厚生事務

局/部/課 総務局/人事部/人材育成課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 諸収入 220 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 23,517

旧職員住宅に関する事務
　蓮沼・岩槻にある旧職員住宅における、今後の維持管
理経費の削減及び防犯・防災対策の強化を図るため、敷
地内への防草シートの設置、建物点検等を行います。

事務事業名 職員研修事業（人材育成課） 予算額 23,737

前年度予算額 23,332

増減 405 

基本研修 所属内研修支援

　自治体を取り巻く様々な環境の変化や直面する行政課題に対応できるよう職員
の育成を図るため、基本研修をはじめ、課題別研修、派遣研修、所属内研修への
支援等を実施します。

派遣研修
　外部研修機関が行う、専門的知識の習得及び能力の向
上を目的とした研修へ職員を派遣します。（自治大学
校、市町村職員中央研修所、彩の国さいたま人づくり広
域連合自治人材開発センター等）

　階層ごとに求められる知識の習得及び能力の向上を目
的とした研修を実施します。（部長研修・課長研修・課
長補佐研修・係長研修・主査研修・主任研修・新規採用
研修等）

　各局・区が実施する、担当職務に関する能力の向上を
目的とした集合研修に対して、支援を行います。

［総振：52-3-1-03］
課題別研修 物品等購入その他

　複雑・多様化する行政課題に対応できるよう、具体的
なテーマを設定した研修を実施します。（新人育成担当
者研修、ＯＪＴ支援研修等）

　研修運営に必要な物品の購入等を行います。

［総振：52-3-1-03］
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 87 17款

24款

-

＜主な事業＞
１ 34,053

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 91 -

＜主な事業＞
１ 17,000 

事務事業名 職員研修センター管理運営事業 予算額 34,053

　職員研修センターの施設及び設備の維持管理を行います。 一般財源 32,862

局/部/課 総務局/人事部/人材育成課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/5目 人事管理費 使用料及び手数料 338 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 853

　職員研修センターを適切に維持管理するため、設備の
点検、清掃及び警備等を行います。

前年度予算額 35,752

増減 △ 1,699 

職員研修センターの維持・管理

局/部/課 総務局/総務部/総務課 

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/9目 行政管理費 一般財源 17,000 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 外部監査事業 予算額 17,000

前年度予算額 18,143

増減 △ 1,143 

包括外部監査の実施

　地方自治法の規定に基づき、本市の組織に属さない外部の専門家である公認会
計士、弁護士、税理士等と包括外部監査契約を締結し、監査報告を受けることな
どにより、適切な行政管理を行います。

　本市及び財政援助団体の財務事務の執行等について、
外部監査人が特定のテーマを選定し、監査を実施しま
す。監査結果（報告書）及び指摘事項に対する措置状況
については、監査委員が公表します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 91 20款

24款

-

＜主な事業＞
１ 338 ４ 7,561

２ 12,864

３ 36,705 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 91 20款

24款

-

＜主な事業＞
１ 364 ４ 1,772

２ 35 ５ 950

３ 13,974 ６ 85

事務事業名 市史編さん事業 予算額 57,468

　本市の歴史的変遷の過程を記録し未来へ継承するため「さいたま市史」を編さ
んします。また、歴史資料を収集し、適切に整理・保存するとともに市民共有の
知的資源として活用を図ります。

一般財源 57,267

局/部/課 総務局/総務部/アーカイブズセンター

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/9目 行政管理費 財産収入 200 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1

　市史編さんに関し必要な事項を調査審議するため、学
識経験者等で組織する審議会を運営します。

　「（仮称）さいたま市史民俗編（信仰）」及び市史編
さん過程の研究成果をまとめた「さいたま市アーカイブ
ズセンター紀要」を刊行します。

［総振：08-1-3-02］ ［総振：08-1-3-02］
さいたま市史編さん専門部会の運営

　時代や分野別に調査・研究・執筆等を行うため、学識
経験者等で組織する専門部会を運営します。

［総振：08-1-3-02］

前年度予算額 55,856

増減 1,612 

さいたま市史編さん審議会の運営 市史等の刊行

局/部/課 総務局/総務部/行政透明推進課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/9目 行政管理費 財産収入 990 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 3,328

歴史資料の収集・保存・活用など
　本市に関する古文書や行政文書、写真、刊行物等を収
集し、適切に整理、保存します。また、歴史に関する問
い合わせや閲覧等の利用申請に対応します。

［総振：08-1-3-02］

事務事業名 情報公開制度推進事業 予算額 17,180

前年度予算額 17,231

増減 △ 51 

情報開示制度推進事業 情報公開・個人情報保護審査会の運営

　市民の知る権利を保障する情報開示制度と、市の保有する個人情報の適正な取
扱いを確保する個人情報保護制度の事務を行うとともに、市政に関する正確で分
かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう市政の「見える化」を推進
します。また、情報公開・個人情報保護審査会等の附属機関の運営を行います。

一般財源 12,862

情報提供推進事業 議会資産等公開審査会の運営
　公正で開かれた市政の「見える化」を推進するため、
各区情報公開コーナーにおいて行政情報を閲覧等に供す
るほか、市ホームページにおいて行政情報検索システム
を運用します。

　市議会議員の公表する資産等報告書に疑義がある場
合、有権者からの申出に基づき審査等を行います。

　市民等からの行政情報の開示請求に対し、適正な情報
開示が行われるよう情報開示制度の運用を推進します。

　不開示処分等に対する審査請求に関する諮問に対し、
公平かつ客観的に審査し答申等を行います。

個人情報保護制度推進事業 情報公開・個人情報保護審議会の運営
　市が保有する個人情報について、適正な管理による個
人の権利利益の保護が図れるよう個人情報保護制度の運
用を推進します。

　情報公開制度及び個人情報保護制度をより良い制度へ
と発展させるための審議、答申等を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 99 -

＜主な事業＞
１ 945

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 113 -

＜主な事業＞
１ 6,750 ４ 98

２ 6,569 ５ 861

３ 4,913 

事務事業名 恩給支給事務事業 予算額 945

　共済組合制度移行前の永年勤続者の遺族の生活を支えることを目的に、遺族扶
助料を支給します。

局/部/課 総務局/人事部/職員課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/19目 恩給及び退職年金費 一般財源 945 

＜事業の目的・内容＞

　恩給（退隠料）を受給していた永年勤続者が死去した
後、扶助料を受給する権利を有する遺族に対して給付を
行います。

前年度予算額 945

増減 0 

遺族扶助料支給事務

局/部/課 総務局/危機管理部/危機管理課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 一般財源 19,191 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 危機対策事業 予算額 19,191

前年度予算額 19,634

増減 △ 443 

さいたま市危機管理センターの管理運営 九都県市危機管理・防災対策委員会

　危機管理体制の拠点施設となる「さいたま市危機管理センター」を運用し、自
然災害や事件・事故・感染症などの市民生活を脅かす危機事案に対し、危機発生
時の初動対応を確保するための体制を充実させるとともに、職員の危機管理意識
の向上・強化を図ります。さらに、市民が安全に安心して暮らせる地域社会を実
現するため、セーフコミュニティの取組を進めていきます。

セーフコミュニティの推進
　ＷＨＯが推奨するセーフコミュニティにおいて、各対
策委員会が、救急搬送データ等の各種データに基づいた
取組を実施します。

［総振：05-1-1-03］

　危機管理体制を維持するため、拠点施設となるさいた
ま市危機管理センター内のシステム機器類の保守及びシ
ステムの管理運営を行います。

　広域的な課題に対応するため、九都県市危機管理・防
災対策委員会等との連携を継続的に図ります。

危機発生時の初動体制の確保 危機管理意識の向上その他
　東京２０２０大会での大規模テロやその他危機事案に
対応するため、24時間初動体制を取れるよう、待機宿
舎、宿日直及び連絡体制の確保・維持を図ります。

　職員の危機管理意識の向上を図り、事件・事故・感染
症などの市民生活を脅かす危機事案に対し、危機発生時
の対応を再認識させる危機管理研修を実施します。

［総振：10-1-2-03］ ［総振：10-1-2-03］

-90-



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 113 24款

-

＜主な事業＞
１ 56,322 ４ 17,226

２ 84,508 ５ 696

３ 9,460 ６ 27,930

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 115 -

＜主な事業＞
１ 32,752 

２ 11,547 

３ 4,000 

事務事業名 防災対策事業 予算額 196,142

　さいたま市被害想定調査の結果による避難者数を基に、計画的かつ近年の大規
模災害を踏まえた備蓄に努めるとともに、避難所の防災倉庫のほか、拠点備蓄倉
庫等の保守管理を行います。また、令和元年台風第19号などを教訓に、災害時に
おいて、住民が迅速かつ適切な避難行動をとることができるように、防災行政無
線等の整備や防災ガイドブックの印刷・配布などを行います。

局/部/課 総務局/危機管理部/防災課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 諸収入 42 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 196,100

　避難者等の食料、乳児用液体ミルク、要配慮者のため
のエアーマット、生活用品等の備蓄や資機材の保守・修
繕を行います。また、避難所の防災倉庫や拠点備蓄倉庫
の整備・保守管理を行います。

　平常時における防災啓発や、災害時における防災情報
等の的確な伝達、また通信が途絶してもハザードマップ
の確認ができるスマートフォンアプリを構築します。

［総振：10-1-2-01］ ［総振：10-1-2-01］
防災情報収集・伝達体制整備事業 帰宅困難者対策事業

　被害情報の収集等を行うための移動系防災行政無線、
総合防災情報システム、また市民へ必要な情報を伝達す
る同報系防災行政無線や災害時防災情報電話サービス等
の運用・維持を行い、災害への迅速な対応を図ります。

　帰宅困難者による混乱を抑制するため、市内事業者へ
一斉帰宅の抑制の啓発を行います。また、一斉帰宅抑制
対策に積極的な市内事業者を登録し、ＰＲする「一斉帰
宅抑制対策推進事業者登録制度」を促進します。

［総振：10-1-2-01］ ［総振：10-1-2-02］

＜特記事項＞

　令和2年度に防災ガイドブックの冊子化・全戸配布が完了しました。 前年度予算額 268,208

増減 △ 72,066 

災害用物資備蓄事業 防災アプリ構築事業

局/部/課 総務局/危機管理部/防災課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 一般財源 48,299 

＜事業の目的・内容＞

防災啓発事業 その他
　浸水被害時の注意喚起を行うリーフレットの作成、防
災ガイドブックや洪水ハザードマップの配布など、防災
啓発を行い、市民一人ひとりの防災の理解力向上を促進
します。

　防災気象情報システム、被災者生活再建支援システム
の維持管理を行います。また、市民が適切に避難行動を
とれるよう、避難場所の標示板及び避難場所への誘導板
の維持管理を行います。

［総振：10-1-2-01］

事務事業名 防災訓練事業 予算額 48,299

前年度予算額 46,097

増減 2,202 

さいたま市総合防災訓練

　地域防災計画や本市における令和元年台風第19号の経験を踏まえ、防災体制の
充実強化及び防災関係機関相互の連携強化を図るとともに、「自助」「共助」
「公助」それぞれの役割に応じた、災害対応力の向上及び市民等の防災意識の高
揚を図ることを目的に関連する訓練を実施します。

九都県市合同防災訓練・図上訓練
　九都県市合同で市職員を対象としたロールプレイング
方式の図上訓練を実施し、九都県市相互の連携強化及び
本市の災害対応力の向上を図ります。

［総振：10-1-2-05］

　水害に関する訓練を充実させ、地域住民、防災関係機
関及び九都県市等との連携と災害対応力の強化を図りま
す。また、同時に防災フェアを開催することで、市民の
防災意識の高揚を図ります。

［総振：10-1-2-05］
各区避難所運営訓練

　地域住民等で構成される、避難所運営委員会を主体と
した防災訓練に、水害に関する内容を取り入れるなど年1
回以上実施し、自助・共助の充実強化を図るとともに、
避難所運営委員会の活性化を図ります。

［総振：10-1-2-05］
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 115 -

＜主な事業＞
１ 126,823

２ 3,283

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 115 -

＜主な事業＞
１ 3 

事務事業名 自主防災組織育成事業 予算額 130,106

　「自分たちのまちは自分たちで守る」のスローガンのもと、災害時に地域住民
が団結して地域を守る自主防災組織の結成促進及び育成強化を図ります。また、
防災士を育成するとともに地域防災力向上の担い手である防災アドバイザーを自
主防災組織等に派遣し、地区防災計画の策定支援やＤＩＧ、ＨＵＧ等の図上訓練
を実施することで、地域防災力の向上を図ります。

局/部/課 総務局/危機管理部/防災課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 一般財源 130,106 

＜事業の目的・内容＞

　自主防災組織の結成促進・育成強化推進のため、自主
防災組織連絡協議会に補助金を交付するとともに、自主
防災組織の活動を活性化させるため、自主防災組織運営
補助金、防災訓練補助金、育成補助金を交付します。

［総振：10-1-2-04］
防災アドバイザー等の育成活用

　地域防災力向上のため、防災士の新規資格取得費用を
助成します。また、地域防災力向上の牽引役である防災
アドバイザーを講師として自主防災組織や学校へ派遣し
ます。

［総振：10-1-2-04］

前年度予算額 135,601

増減 △ 5,495 

自主防災組織育成

局/部/課 総務局/危機管理部/防災課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 一般財源 3 

＜事業の目的・内容＞

事務事業名 災害応急対策事業 予算額 3

前年度予算額 3

増減 0 

災害応急対策事業

　災害発生時、被害が発生した場合に応急対策を行い、被害を最小限に食い止め
ることを目的とします。

　災害発生時において、災害対策用臨時電話の設置や応
急対応業務を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 115 20款

＜主な事業＞
１ 337 [参考]

事務事業名 災害救助基金積立金 予算額 337

　本市が大規模災害で被災した際に、災害救助法の規定による救助に要する費用
の支弁等の財源に充てるため、災害救助法第22条の規定により、救助実施市とし
て必要となる災害救助基金を積み立てます。

局/部/課 総務局/危機管理部/防災課

款/項/目 2款 総務費/9項 危機管理費/1目 防災総務費 財産収入 337 

＜事業の目的・内容＞

　基金を金融機関に預入れしていることにより生じた利
子について、積立てを行います。

＜特記事項＞

　令和2年度は、補正予算により、新たに基金への積立てを行いました。 前年度予算額 0

増減 皆増 

災害救助基金への積立て

（単位：円）

新規 運用利子

R2(見込) 673,664,000 336,000 0 674,000,000

R3(見込) 0 337,000 0 674,337,000

年度
積立額

取崩額 年度末残高

　災害救助基金残高等の推移
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